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総面積１３，７８２ｋ㎡（全国第３位）

人口２０５．１万人＜平成２１年３月１日現在＞

県内５９市町村（１３市、３１町、１５村）＜平成２１年３月１日現在＞

１１．福島県の概況．福島県の概況

469千人

541千人

299千人

197千人

196千人

347千人

○内の数字は、平成２１年３月1日
現在の各地区の総人口

郡山郡山
地区地区

福島福島
地区地区

相双相双
地区地区

いわきいわき
地区地区

会津会津
地区地区

白河白河
地区地区

福島市・二本松市福島市・二本松市
伊達市・伊達郡・伊達市・伊達郡・
安達郡安達郡

郡山市・須賀川市・田村市郡山市・須賀川市・田村市
本宮市・田村郡・岩瀬郡本宮市・田村郡・岩瀬郡

会津若松市・喜多方市・会津若松市・喜多方市・
耶麻郡・河沼郡・耶麻郡・河沼郡・
大沼郡・南会津郡大沼郡・南会津郡

白河市・西白河郡・白河市・西白河郡・
石川郡・東白川郡石川郡・東白川郡

南相馬市・相馬市南相馬市・相馬市
相馬郡・双葉郡相馬郡・双葉郡

いわき市いわき市

県土が広く、多極分散型の地域構造

出所：福島県 現住人口調査月報
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２２．福島県の特性．福島県の特性

福島県は、総面積・人口とも東北2位であるが、「一人あたり県民所得」「製造品出荷額等」は東北1位。
魅力的な観光資源を背景に、温泉地数は東北2位・全国5位の水準にあり、今後の発展が期待されている。

東北
順位

（単位） 福島
東北
シェア(%)

全国
順位

全国
シェア(%)

年次

2 総面積 （k㎡） 13,782 20.6 3 3.6 2008年

2 人口 （万人） 205 21.8 18 1.6 2008年

1 一人あたり県民所得 （千円） 2,775 － 23 － 2006年

1 製造品出荷額等 （兆円） 6 32.7 19 1.8 2007年

2 温泉地数 （ヶ所） 134 20.7 5 4.2 2007年

2 県内総生産(名目) （億円） 78,972 23.6 19 1.5 2006年

2 民営事業所数 （所） 99,265 21.6 19 1.7 2006年

2 民営従業者数 （人） 838,040 22.1 20 1.5 2006年

3 農業産出額 （億円） 2,400 18.1 12 2.9 2007年

4 海面漁業漁獲量 （万t） 9 14.4 12 2.3 2007年

5 小売業年間商品販売額 （百万円） 1,209,421 9.1 34 0.9 2007年
出所）福島県ホームページ、ふくしま統計情報ボックス、総務省「事業所・企業統計調査」
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３３．福島県の地理的優位性．福島県の地理的優位性

首都圏から200km圏内に位置する地理・地位的優位性

福島県は東北地方の最南端、首都圏から概ね２００ｋｍ圏内に位置し地理的優位性が高い。また、地震災害の将来
確率が低いなど、安全な産業基盤を有している。企業立地満足度調査でも全国３位の評価。

都道府県企業立地満足度調査において全国総合3位の評価

出所：経済産業省 「都道府県企業立地満足度調査」(平成20年7月）

福島県への企業立地理由

15.9%

36.3%

18.9%

③道路等のインフラ整備 １０.６％
④補助金等のインセンティブ ６.５％
⑤優れた住環境 ６.１％
⑥マーケットの近さ ５.７％

①広くて安価な用地

②人材確保が容易

その他
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今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに

見舞われる確率（各県庁所在地）

福島市は0.1％で、全国の県庁

所在地の中で最も安全である。

地震災害が少なく、安全・安心な産業基盤

出所：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2008）

出所：経済産業省「都道府県企業立地満足度調査」（平成20年7月） 4

③

④

⑤

⑥

１位北 海 道

８位福島県
第３位

１７位岩 手 県第２位

３５位熊 本 県

２位大 分 県第１位

昨年順位都道府県名順位



福島県は、地理的優位性を基に、製造品出荷額のシェアが東北地方において圧倒的に高い。工場立地件数、
製造品出荷額、輸出入額も堅調に推移しており、今後も製造業が県内経済を牽引。

福島 ６．１兆円
32.7%岩手

2.6兆円

山形 3.2兆円
16.9% 宮城 3.5兆円

18.8%

秋田
1.6兆円

青森
1.6兆円

４４．福島県の産業（１）．福島県の産業（１） ～製造業～～製造業～

東北6県において製造品出荷額のシェアが圧倒的に高い 東北地方の製造品出荷額等順位（市町村別）
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東北地方の都道府県別工場立地件数（平成２０年） 福島県の輸出入額は堅調に推移
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（億円）

出所：東北経済産業局「平成20年 工場立地動向調査」

出所：経済産業省「平成19年工業統計表」
出所：経済産業省「平成19年工業統計表」

出所：福島県ホームページ

市区町村名 製造品出荷額等

第１位 福島県いわき市 1兆667億円
第２位 福島県郡山市 1兆198億円
第３位 山形県米沢市 8,061億円
第４位 福島県福島市 7,974億円
第５位 青森県八戸市 5,857億円
第６位 宮城県仙台市 5,532億円

全国
平均 5



地元企業との取引拡大や技術向上等により、地場産業のさらなる裾野の広がりが期待。

半導体・医薬品・精密機器・機械部品加工等、様々な業種の企業が福島県への新規進出・工場増設を実施。

４４．福島県の産業（２）･･･県内への企業進出．福島県の産業（２）･･･県内への企業進出

＜県南地域＞首都圏に隣接する好立地

高速道路、新幹線の利便性はもとより、

福島空港へのアクセスも良好。首都圏に

隣接している好立地条件から今後更なる

発展が期待。

＜県北地域＞電気・機械産業
東北自動車道、東北新幹線などの利便性を有し、電気・機械産業を

中心に集積が進む。

＜相双地域＞電力の集積地域
重要港湾・相馬港を抱え産業基盤の

整備が進む。電力の集積地域でも

あり、首都圏の電力需要を支える。

＜県中地域＞医療・福祉機器

東北自動車道と磐越自動車道の結節

点で経済活動が活発。産学連携が

活発で、医療・福祉機器などの高度

技術集積地域。

＜いわき地域＞輸送用機械関連・化学関連
磐越自動車道、重要港湾・小名浜港により

国内外との効率的な物流が可能。

輸送用機械関連産業、化学関連企業が

多数立地。

●地理的優位性に加え、各種立地施策により、さまざまな産業集積が進んでいる。

＜集積が進んでいる主な業種＞

輸送用機械関連事業

半導体関連企業

○医療機器受託生産金額

全国第1位

医療・福祉機器関連事業

＜会津地域＞半導体・情報通信関連産業

コンピューター理工学専門大学「会津大学」

を産学連携の拠点とし、半導体関連・情報

通信関連産業が集積。
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福島県は、観光資源が豊富であり、観光客入込数が増加傾向。また、小名浜港の整備や福島空港の国際便利用
促進等もあり、外国人観光客も年々増加。観光関連産業も福島県経済を活性化していく期待大。

４４．福島県の産業（．福島県の産業（33）） ～観光業～～観光業～

県別観光客入込数の推移 (単位：万人)

福島県における観光客入込数の推移（単位：万人）外国人観光客の来県者数 (宿泊者)

福島県の豊かな自然

出所：福島県ホームページ

出所：福島県ホームページ出所：ふくしま統計情報ボックス

地 区 １８年 １９年 伸び率

中通り 2,059 2,194 6.6%
会津 2,026 1,958 ▲3.4%
浜通り 1,535 1,541 0.4%
県全体 5,623 5,694 1.3%

※会津地区は、一部施設で計上方法を変更したこと等による影響から減少

（千人）

○林野面積：９４３千ｈａ 全国 ４位＜平成１７年＞

○ 温泉地数：１３４ヵ所 全国 ５位＜平成１９年＞

○多目的運動広場数：１３４．４施設全国 ５位＜平成１７年＞
（人口１００万人当たり）

○湖沼面積：１０３．３２ｋ㎡ 全国 ４位＜平成２０年＞
（ 猪苗代湖 ）

○ 自然公園面積：１７９１．２４ｋ㎡ 全国 ６位＜平成２０年＞

4,732

3,862

3,035

2,477

1,969

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

出所：福島県ホームページ

16年 17年 18年 19年
青 森 4,723 4,716 4,741 4,794
岩 手 3,916 3,913 3,796 3,900
宮 城 5,098 5,440 5,575 5,787
秋 田 4,498 4,586 4,595 4,515
山 形 4,226 4,122 4,059 4,007
福 島 4,198 5,299 5,623 5,694
計 26,622 28,078 28,390 28,699
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317億kwh

736億kwh

福島県から関東地方向けの電力供給量

福島県から東北地方向けの電力供給量

原子力, 51.0% 火力, 42.6% 水力等, 7.2%

４４．福島県の産業（．福島県の産業（44）） ～エネルギー産業～～エネルギー産業～

平成６～１４年度平均
１，０５３億kwh

東京都の電力使用量にほぼ
匹敵する電力を首都圏へ供給

原子力 50.1％ 火力 42.6％ 水力等 7.2％

その他
５５％

福島県
２６％

新潟県
１９％

福島県には、水力・火力・原子力

等を合わせて ９６ヵ所 もの発電所

があり、作られた電気は県内で使

用されるほか、その多くが首都圏

へ送られ、首都圏の電力需要を

支えている。

県内総発電量

福島県は首都圏向け最大の
電力供給地

日本最大級の風力発電

郡山市の布引高原には風車

３３基を備え、日本最大級の

出力を誇る風力発電設備が

あり、日本の風力発電のリー

ド役を担っている。

＜平成１８年度実績＞

出所：日本銀行福島支店

福島県内総発電量

福島県内総発電量の構成比 (平成18年度)

出所：日本銀行福島支店

新たなエネルギーのふるさと “ふくしま”

首都圏における福島県産電力の割合

福島県は、東京都全体の電力消費量にほぼ匹敵する電力を関東へ供給。エネルギー産業およびそれらに関連
する産業も広がっている。
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福島県は、多様な風土を背景として、高品質かつ多彩な農作物を産出。福島県では「ふくしま農商工連携ファンド」
を創設し、農商工連携による食産業の発展を積極的に支援。

４４．福島県の産業（．福島県の産業（55）） ～～農農業～業～

一般企業の農業参入

「ふくしま農商工連携ファンド」への取り組み

福島県の農産物の概況

出所：ふくしま統計情報ボックス 財団法人 日本穀物検定協会

＜食味ランキング（平成２０年産）＞

○会津地区 （コシヒカリ）･･･特A ○中通り地区（ひとめぼれ）･･･特A
○中通り地区（コシヒカリ）･･･ Ａ ○会津地区 （ひとめぼれ）･･･Ａ´

○浜通り地区（コシヒカリ）･･･ Ａ

一般企業の農地リース方式による参入法人数（平成21年3月現在）

○果実
もも ： ２７千トン 全国 ２位 ＜平成１９年＞

なし ： ２２千トン 全国 ４位 ＜平成１９年＞

りんご ： ３５千トン 全国 ５位＜平成１９年＞

○ 米 ：４４５千トン 全国 ４位＜平成１９年＞ 参入法人数

北海道 １５

青 森 ２９

岩 手 １３

宮 城 ４

秋 田 ３

山 形 ５

福 島 １４

9

＜スキーム図＞

福島県では、農商工連携による、付加価値の高い新商

品の開発や販路拡大等を支援する目的で、「ふくしま農

商工連携ファンド」を創設しました。

○当行は当ファンドへの金融機関融資額４億９千万円

の内、２億６千万円をお引き受けいたしました。

○また、当ファンドにおける助成事業者として決定した

お客さまに対して、当行所定利率から最大で金利を

０．２％優遇する事業者向け融資商品「東邦・農商工

連携ファンド支援資金」を創設しております。

「ふくしま農商工連携ファンド」

福島県の農業産出額 ２千４百億円 全国１２位＜平成１９年＞



ⅡⅡ．平成．平成２１２１年度年度 中間中間決算の概要決算の概要
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コア業務純益は、業務粗利益の増加に加え、経費を節減したこと等により、前年同期に比べ増加。
与信費用の減少もあり、経常利益は前年同期に比べ大きく改善。中間純利益は大幅増益決算。

１１．平成．平成２１２１年度年度 中間中間決算の概要決算の概要

＋５４４６▲７４０税引前（中間）純利益

▲２１３０１３２２６２６経常収益

＋５０▲５▲２０うち株式等関係損益

うち債券関係損益 ＋１０１▲８▲９

＋１６３▲１２▲１３その他業務利益

１８

▲６

４６

５７

▲８１

１２８

▲２１

１１６

３６７

５７

４２９

４７３

２０年度

＋４０▲５特別損益

うち不良債権処理額

＋２５６３３８業務純益

▲２１１２３４

▲１０▲３７一般貸倒引当金繰入額

役務取引等利益

資金利益

＋４３３２▲１０税引後（中間）純利益

＋４９４７▲２経常利益

＋２４▲１６▲４０臨時損益

▲５１８０１８５経費

▲６２４３０

＋８２４０２３１業務粗利益

＋４

▲１

増減
（ｂ）－ （ａ）

５８５４コア業務純益（※）

２１２２１３

２１年度
中間期（ｂ）

２０年度

中間期（ａ）

＜主な要因＞

（単位：億円）

４１

銀行の本来業務で計上された利益

３６

貸出金・有価証券残高ともに前年同期比
増加したものの、政策金利引下げの影響
等による資金運用収益の減少や役務取
引等収益の減少などにより、前年同期比
減収

着実な貸出金利息収入、有価証券利息
収入を背景に資金利益は２１０億円台で
安定推移

債券関係損益は大幅に改善

不良債権処理額の大幅な減少により
与信費用は減少９ ▲３２

株式市場の回復基調により、株式等
関係損益が改善

経常利益は、前年同期比４９億円増加
中間純利益は、前年同期比４３億円
増益と、大幅な増益決算

(※)コア業務純益 ＝
業務粗利益－債券関係損益－経費

11



２２．資金利益の推移．資金利益の推移

（単位：百万円）

厳しいマーケット環境下において、業務粗利益の中核を占める資金利益は着実な貸出金利息収入、有価証券利息
収入を背景に２１０億円台で安定的に推移

資金利益の推移

法人マーケット戦略
● 「営業基盤強化運動」の継続展開
● 渉外力の強化
● 「経営課題提案型営業」の展開
● ビジネスマッチングの活性化・成長分野への取組み強化
● 大企業の旺盛な資金需要への対応

主な要因及び戦略

良質な貸出資産の積上げ

個人マーケット戦略
● 個人預金の増強
● ＡＴＭ戦略の実行
● 本体発行クレジットカード「Ａｌｗａｙｓ」会員の増強
● ローン専門店への人材の重点配置
● 個人ローン増強戦略と顧客状況に応じた適切な相談体制

有価証券運用の強化

有価証券運用戦略
● 有価証券ポートフォリオの再構築
● 有価証券運用の多様化

12

5,101 4,480 3,556 3,583 3,882
307 263

17,477
17,278

17,446 17,489
17,573

-225-759 -385

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17／9末 18／9末 19／9末 20／9末 21／9末

預貸収支 預証収支 その他収支

21,819
21,374 21,310 21,334 21,230

資金利益



26,905

27,870

28,949

20,090

19,272

18,306

15,000

20,000

25,000

30,000

１９／上 ２０／上 ２１／上

総預金 個人預金

20,000
26,708

27,618
28,350

2,494
2,616

2,634

1,305

981
868

286
382

554

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

１９／９末 ２０／９末 ２１／９末

預金 公共債 投資信託 年金保険

３３．総預かり資産の状況．総預かり資産の状況

（億円）

お客さまの多様化する資金運用ニーズにお応えしてきた結果、平成２１年度中間決算において総預金平残が
前年同期比１，０７９億円増加。総預かり資産は前年同期比６６７億円増加。

（億円）

（預金には譲渡性預金・外貨預金も含む）

31,599
30,934

※預かり資産・・・公共債、投資信託および年金保険 総預金平残 １，０７９億円増加（前年同期比増加率 ３．９％）

個人預金平残 ８１８億円増加（前年同期比増加率 ４．２％）

0 0

18,000

20,000

22,00030,000

25,000

総預かり資産残高（預金＋預かり資産）の推移 総預金・個人預金平均残高の推移

32,266

13

（左軸） （右軸）

増加額 ８１８億円
（増加率 ４．２％）

増加額 １，０７９億円
（増加率 ３．９％）

（億円）



４４．福島県内における預金シェアの推移．福島県内における預金シェアの推移

お客様のさまざまなニーズに対応する商品･サービスの提供により、地域のお客様からの信頼をいただいた結果、

個人預金増加率が高水準を維持するなど、当行の県内預金シェアは順調に推移。

36.6%
37.9% 37.6%

37.3%
37.8% 38.0% 37.9% 38.7% 38.9%

39.5%

17.8%19.4%
17.5%

19.4% 17.8%18.1% 18.0% 17.6% 17.3% 17.1%

18.8%
19.2% 19.6% 19.7%

19.1% 19.2%19.4%19.4%19.7%19.7%

4.6%4.5%4.3%4.1%4.2%4.4%4.5%5.4%5.3% 5.2%

9.0% 9.4%9.6%9.5%9.3% 9.1% 9.0% 8.8% 8.4% 8.2%

10.9%10.6%10.5%10.2% 10.4%
11.4%11.5%11.2%11.3%11.2%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫
大手行 県外地銀 その他

●福島県内預金シェア（ゆうちょ銀行・農協を除く）

出所：日本金融通信社
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5,401
5,567 5,641

4,949
5,067

4,745

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

１９／９末 ２０／９末 ２１／９末

個人ローン うち住宅ローン

５５．貸出金の状況．貸出金の状況

20,091

18,331

18,765

200

972

499

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

20,500

１９／９末 ２０／９末 ２１／９末

国内コア貸出金 政府向け貸出（億円）

地域の金融円滑化のため積極的に地域の貸出ニーズにお応えしてきたこと等により、国内コア貸出金は前年同期
比で１，３２６億円増加。個人ローンについても、ローン専門店の強化等により、前年同期比７４億円増加。

※国内コア貸出金：総貸出金から政府向け貸出を除いたもの

１９，７３７

（億円）

国内コア貸出金

１，３２６億円増加

14,973
15,044

15,305

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

１９／９末 ２０／９末 ２１／９末

（億円）

営業基盤強化運動の取組強化等により、県内の貸出が

前年同期比＋２６１億円の増加。

※国内コア貸出金ベース

0

総貸出金・国内コア貸出金残高の推移

個人ローン残高の推移

福島県内の貸出残高

２０，２９１

15
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６６．福島県内における貸出金シェアの推移．福島県内における貸出金シェアの推移

お客様の視点に立った商品･サービスの提供により、県内各地区でのシェアアップを図り、県内貸出金シェア

４０％の早期達成を目指す。個人ローンの増加等により当行の県内貸出金シェアは順調に推移。

17.3%

38.5%
37.9%37.8%37.7%

32.5% 33.1% 34.4%33.3% 35.7% 36.4%

18.5%18.7%19.2%19.3%
20.1%

22.2% 21.7%21.8%
20.0%20.6%

15.5%15.6%15.6%15.7%15.8%
17.2% 17.0% 16.6%

15.9%

3.5%3.6%3.8%3.7%3.9%4.2%4.2% 4.1%4.1%4.1%

9.8%10.1%9.9%10.0%9.9%
11.7%

11.8% 10.5%10.9%11.5%

14.2%14.1%13.7%13.6%13.9%12.1% 13.7%
13.4%12.6%11.8%

0%

10%

20%

30%

40%

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫
大手行 県外地銀 その他

●福島県内貸出金シェア（農協・政府系金融機関等を除く）

出所：日本金融通信社
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36 9

94

358

78

6 22
0.090.180.54

2.09

0.11
0.44

0.03
0

100

200

300

400

13/3末 15/3末 17/3末 19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

0

1

2

与信関係費用 貸出金平残に対する割合

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

７７．貸出資産の質の状況．貸出資産の質の状況

（億円）

経営改善支援・事業再生等への積極的な取組みを実施しており、金融再生法開示債権比率は３．１９％まで低下。
（仮に部分直接償却した場合２％台まで低下）

（億円）

1,873（ピーク時）

822
769

3.19

10.35

8.45 7.27

6.73

4.39 4.39 4.08 3.31

2.73

5.46
6.63

9.08

5.01

3.74 3.64
2.92

3.74

2

5

8

11

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

不良債権比率 仮に部分直接償却した場合

（ピーク時）（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金
の計上ではなく、貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（％）

（ピーク時）
682

1,023

1,279
1,448

1,204

要管理債権 ２４億円

危険債権 ４１５億円

破産更正債権及びこれらに準ずる債権 ２１５億円

正常債権 １兆９，８２４億円

655
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金融再生法開示債権の状況(平成２１年９月末) 金融再生法開示債権比率の推移

金融再生法開示債権の推移

与信関係費用（一般貸倒引当金+個別貸倒引当金）の推移



2.47
2.32

2.28

3.33
3.44

1.07
1.08

1.04

1.01

0.98

1.5

2.5

3.5

１７／上 １８／上 １９／上 ２０／上 ２１／上

0.8

0.9

1

1.1

1.2
円建債券平均残存期間(左軸）

円建債券平均利回り（右軸）

3,483
2,794

3,420

633

689

915

2,005
2,401

2,405

605
486

419782
816

780

0

3,000

6,000

9,000

１９／９末 ２０／９末 ２１／９末

国債 地方債 社債 株式 その他

８８．有価証券の状況．有価証券の状況

投資環境や市場動向に留意しつつ、国債等での資金運用に努めた結果、有価証券は前年同期比 ７５４億円

増加し、７，９４１億円となった。

（年）（億円）

7,510
7,187

7,941

（％）
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有価証券ポートフォリオの構成推移 円建債券平均残存期間・利回りの状況



９９．役務取引等収益の状況．役務取引等収益の状況

（百万円）

ＡＴＭ利用手数料無料サービスの拡充などお客さまの利便性を重視した戦略に伴う影響として、役務取引等収益は
前年同期比 ３８７百万円減少。また、投資環境の冷え込みの影響等により、預り資産関連手数料は減少したが、

資産運用相談への積極的対応により、年金保険商品の販売は順調に推移。

（百万円）

72

262

885 471 299

111

70

370

57

0

200

400

600

800

1,000

1,200

１９／上 ２０／上 ２１／上

年金保険 投資信託 国債

１，０６９

８０５

７２７

役務取引等収益の推移 預り資産関連手数料の推移

19
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1,069
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467

1,622
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1,781
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2,000

4,000
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１９／上 ２０／上 ２１／上

為替関連 預り資産関連 ＡＴＭ関連 その他

５，４３８
５，２４４

４，８５７



11.00

10.23

8.60 8.96

10.40
10.70

8.81

10.71

8.42 8.43
8.85

8.43
8.72

8.20
7.82 8.04

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末 18/9末 19/9末 20/9末 21/9末

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

２０／９末 ２１／９末
前年同期
比

自己資本 １，４０９ １，５７９ ＋１６９

ＴｉｅｒⅠ １，１６０ １，２１０ ＋５０

ＴｉｅｒⅡ（※） ２５１ ３６９ ＋１１７

リスクアセット額 １３，７６７ １４，３５０ ＋５８３

●自己資本の推移

●自己資本比率の推移

自己資本比率については、国内基準４％を大きく上回る１１．００％。
ＴｉｅｒⅠ比率についても８％を上回る水準を確保。

（％）

（億円）

ＴｉｅｒⅠ＝中核的自己資本

（※）ＴｉｅｒⅡ：一般貸倒引当金・土地再評価差額および

劣後社債・劣後ローン等

１０１０．自己資本比率（単体）の状況．自己資本比率（単体）の状況

国内のみで業務を営む金融機関は、４％以上の

自己資本比率を維持することが義務付けられて

いる。
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平成２１年度は、コア業務純益１２５億円、経常利益１００億円、当期純利益６０億円を見込む。

１１１１．平成．平成２１２１年度の業績見通し年度の業績見通し

うち資金利益 ＋３４３２４２９

うち債券関係損益 ＋１０１▲９

うち不良債権処理額

▲２１２６１２８業務純益

▲３２２５５７

＋２１０▲２１一般貸倒引当金繰入額

＋４２６０１８当期純利益

＋５４１００４６経常利益

＋５５▲２６▲８１臨時損益

０３６７３６７経費

＋２０４９３４７３業務粗利益

＋９

増減

１２５１１６コア業務純益

２１年度見通し２０年度

予防的な引当を実施してきており

平成２１年度の与信関係費用は

前年度比減少を見込む

業務粗利益の増加、与信関係

費用の減少等により６０億円の

当期純利益を見込む

３６ ２５ ▲１１

引き続き、積極的に貸出ニー

ズにお応えし、利息収入の増

加を図っていくとともに、債券

関係損益の改善などにより、

前年度比増加を見込む
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ⅢⅢ．．経営方針・経営計画経営方針・経営計画
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◆地域に熱く◆
ふるさと“ふくしまの発展のため、地域社会
やお客さま、株主に対し、熱いこころをもって
行動する”

長期ビジョン

地域いちばん銀行計画２００９
（計画期間：2009年4月1日～2012年3月31日）

重 点 戦 略

○法人マーケット戦略
○個人マーケット戦略
○チャネル戦略・
手数料戦略

○ＣＳ向上
○業務プロセスの再構築
・システムインフラの整備

○地域経済への貢献・支援
○地域との連携・協働
○地域活性化への継続的取
組み
・環境問題への取組み
・地域社会への貢献

○人を育てる企業風土の
確立

○働きがいの実感できる
企業風土の醸成

○人材の効果的活用と配置
○がんばった人が評価され
る枠組みの構築

○創立７０周年記念事業の
実施

○マーケット運用力の強化
○資産健全化への継続的取
組み
○資本政策・株主還元策
○グループ総合力の強化
○ＯＨＲ（経費率）の改善

○法令等遵守・顧客保護等
管理態勢の充実・強化

○リスク管理態勢・自己資
本管理態勢の充実・強化

○会計基準変更等への対応
○内部監査態勢の強化

Ⅰ．お客さまの視点に立った
商品・サービスの提供

Ⅱ．福島県を核とした地域
への貢献

Ⅲ．全員参加型の企業
風土の確立

Ⅳ．経営の効率化と
企業体力の強化

Ⅴ．経営管理態勢の強化

中期経営計画
≪名称≫

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

≪目指す銀行像≫

基本的
考え方

大 き く
（盤石な企業規模と営業基盤）

【総預金】
（創立７０周年） ３兆３千億円
（創立７５周年） ４兆円

強 く
（高い収益力）
【当期純利益】

（創立７０周年） ７５億円
（創立７５周年） １００億円

た く ま し く
（健全な経営体質）
【自己資本比率】

（創立７０周年） 11％以上
（創立７５周年） 11％以上
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１１．．長期ビジョン・中期経営計画長期ビジョン・中期経営計画

※創立70周年
･･･平成23年度

創立75周年
･･･平成28年度

◆お客さまに誠実に◆
お客さまの視点に立って、誠実にこころをこめ
て接し、広く地域から選ばれる銀行となる

◆人を大事に◆
従業員が働きがいを実感できる企業風土を
醸成し、当行の将来を担い、地域を支える
人材を育成する



２２．中期経営計画の．中期経営計画の経営目標経営目標

20年度 23年度 20年度 23年度

20年度 23年度

貸出金（平均残高）総預金（ピーク時残高）

コア業務純益 自己資本比率

最終年度目標 ３兆３千億円

当期純利益

●主要勘定目標

総預り資産（平均残高）

最終年度目標 ２兆１千億円

●経営指標目標

24
20年度 23年度

20年度 23年度

20年度 23年度

最終年度目標 ３兆６千億円

２兆８千億円
３兆３千億円 ３兆２千億円

３兆６千億円

２兆円 ２兆１千億円

１１６億円

１８億円

１０．７％
１５０億円

最終年度目標 １５０億円

７５億円

最終年度目標 ７５億円

１１．０％

最終年度目標 １１％以上
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７年後に迎える創立７５周年を見据え、７年後に迎える創立７５周年を見据え、

長期ビジョン「大きく・強く・たくましく」を策定長期ビジョン「大きく・強く・たくましく」を策定

直近３ヵ年の中期経営計画である直近３ヵ年の中期経営計画である
「地域いちばん銀行計画２００９」をスタート「地域いちばん銀行計画２００９」をスタート

長期ビジョンにおいては、企業規模・経営体質を「大きく」「強く」
「たくましい」銀行とすることが主たる経営目標。

当行の自己資本は、現時点においても質・量ともに十分なレベ
ルにあるが、今後の中長期的な成長戦略を実現するための布
石として中核的自己資本での資金調達が必要。

地域に根ざした銀行として、様々な資金ニーズに積極的にお応
えし、地域貢献の充実を図る。

３３．．資本政策（公募増資の目的）資本政策（公募増資の目的）

◆攻めの資本政策◆◆攻めの資本政策◆

中長期的な成長の備えとしてさらに盤石なる資本水準の構築を目指す中長期的な成長の備えとしてさらに盤石なる資本水準の構築を目指す



３３．．資本政策（資本政策（公募増資の概要公募増資の概要））

増資規模 約９６億円
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発行株数 ３４，５００，０００株

発行形態
公募増資およびオーバーアロットメント（超過割当）
による売出し

発行価格等決定日 平成２１年１０月１９日

調達資金の使途
主として貸出金、あわせて有価証券取得等の長期的
投資資金として運転資金に充当

資本金
［増資前］ １８６億円
［増資後］ ２３５億円 （＋４８億円）

資本準備金
［増資前］ ８８億円
［増資後］ １３６億円 （＋４８億円）

年間6円配当を基本としつつ、銀行業務の公共性に鑑み、
内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、安定
的な配当を継続する方針

配当政策

［増資前］ ２２１，０００，０００株
［増資後］ ２５５，５００，０００株

発行済株式総数



2,220

1,270
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19／上 20／上 21／上

0
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30
引受金額 件数

総合的な金融ニーズに合わせたご提案等により、お客さまの目線に

立った営業を推進

今後発展が見込まれる農業関連ビジネスへの対応を強化し、新たな

マーケットとして開拓を図るため、農業事業者向け融資商品を推進

（「東邦・アグリⅠ」「東邦・アグリⅡ」）

「ふくしま農商工連携ファンド」における助成事業者として決定した

お客さまに対し、金利を優遇する事業者向け融資商品「ふくしま農商

工連携ファンド支援資金」を創設

県内企業、事業主のお客さまの金融円滑化を図るため、事業資金の

対応相談ダイヤルを設置し、各種相談に対応

長期固定金利での調達が可能な銀行保証付私募債発行の積極的な

引受を実施し、引受件数大幅増加

お客さまからの固定金利での資金調達ニーズにお応えするために

金利特約条項付ファンド「東邦･スーパーアシスト１００」を取扱い

知的財産権を担保とした融資の実施や、お客さまの保有する在庫・

商品等を担保とした動産担保融資（ＡＢＬ）への取組み等、お客さま

の事業価値を見極める融資手法を積極的に活用

売掛債権一括信託やデリバティブ（コモディティ、クーポンスワップ）

のご提案等、先進的な金融手法を駆使した新たな商品のご提案

11,165

9,862
10,107

9,000

10,000

11,000

12,000

19／上 20／上 21／上

４４．法人マーケット戦略（１）．法人マーケット戦略（１）

【中堅･中小企業の皆さまへの対応】 （億円）

【新たな金融商品による、お客さまの多様なニーズへの対応】
（百万円）

お客様の資金調達ニーズに積極的に対応したこと
により引受件数・金額とも増加

（件）

８件
11件
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●地域金融の円滑化に向けた取組み ●事業性貸出金残高の推移

●私募債引受件数・金額の推移

２２件

※平残ベース



経営者のさまざまな経営課題の解決を支援するため、各種セミナー
を開催

○農商工連携セミナー ○事業承継セミナー

○アグリビジネスセミナー ○医療経営セミナー

適格退職年金制度の廃止問題に対応し、企業経営基盤の強化を支
援するため、企業型４０１k（確定拠出年金）のご提案を積極的に実施
お取引先の経営基盤強化のために、食の商談会などを活用したビジ
ネスマッチングにより販路拡大機会を提供

法人・個人事業主のお客さまの外国送金手続きを簡便にするため

インターネットサービス「<東邦>外国送金ＷＥＢ受付サービス」の

取扱いを開始

４４．法人マーケット戦略（２）．法人マーケット戦略（２）

【県内企業の活力向上に向けた取組み】

●地域密着によるソリューション（経営課題提案型）営業の展開

●各種セミナー参加者数（平成21年10月まで）

●東邦「農商工連携セミナー」開催

●ビジネスマッチング情報受付件数の推移

360
420

490

0

100

200

300

400

500

19年度 20年度 21年度

（件）
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参加者数開催地

農商工連携セミナー 郡山市 約１５０名

アグリビジネスセミナー 郡山市 約１５０名

事業承継セミナー

福島市、会津若松市
郡山市、白河市

南相馬市、いわき市

計約１６０名

医療経営セミナー 郡山市 約１２０名



５５．個人マーケット戦略（．個人マーケット戦略（１１））

○お客さまの様々なニーズに対応するため、取扱商品の拡充や、より安心して資産運用のご相談ができる体制を整備
○更なる利便性・サービス向上のため、ＡＴＭ戦略の展開やインターネット支店の開設を実施

好評の「宝くじ付定期預金」を引続き取扱（２１年４月～７月）

投資信託３０ファンド、年金保険１１種類を販売中（２１年９月末現在）

保険商品のラインナップを拡充

○一時払終身保険 ２種類 ○医療保険 ３種類

○がん保険 ２種類 ○学資保険 １種類

各地区に金融商品販売を支援する専門職「エリア・マネーアドバ

イザー」を配置

退職金専用定期預金 「Ｎｅｗステージサポートプラン」の取扱

＜東邦＞スーパー年金定期Ⅱの取扱期間を好評につき延長

※公的年金の受取口座をご指定いただいているお客さまおよび

新たにご指定いただくお客さま向けに金利上乗せを行う商品

【様々なニーズへ対応する豊富な商品ラインナップ】

●個人預金・預かり資産の推進

【団塊の世代マーケットへの対応】

【預かり資産販売体制の整備】

●投資信託セミナーを各地で開催

●当行で年金をお受取のお客さまの推移

5,725

5,403

5,029

4,000
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5,500

6,000

6,500

18/9末 19/9末 20/9末 21/9末
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総預かり資産残高(※）
当行で年金をお受取のお客さま

（億円） （千件）

※当行で年金をお受取の
お客さまの総預かり資産

●お客さまの利便性・サービス向上への取組み

郡山支店において、土曜･日曜の窓口営業を継続実施中

（各種手続きの受付・資産運用相談等）

窓口や店舗を持たない県内初のインターネット支店を開設。

貸金庫を新規にご契約いただくお客さまを対象とした、貸金庫

使用料無料キャンペーンを実施中（２１年１１月末まで）

【より便利な営業体制の構築】

6,197
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新たなＡＴＭ戦略の展開やクレジットカード分野への参入など、利便性向上に向けたさまざまな取り組みを実施。

５５．個人マーケット戦略（．個人マーケット戦略（２２））

●新たなＡＴＭ戦略の展開

●秋田銀行・山形銀行・七十七銀行・常陽銀行・足利銀行と個別にＡＴＭ提携し、互いに出金時の他行利用手数料を無料化

※提携ＡＴＭ台数：合計３，８３４台（東邦 530・秋田 455・山形 375・七十七 924・常陽 810・足利 740） ※ ご利用件数：約２９千件
（当行ＡＴＭ含む） （平成21年度上期 1ヶ月平均）

●セブン銀行に加え、平成２１年３月よりイーネット（ファミリーマート、ミニストップ）・ローソンとのＡＴＭ提携を実施

※コンビニＡＴＭ設置台数： 【全国】合計 ３０，６８５台 【県内】合計 ６４９台

内容

ＡＴＭ利用手数料無料サービス

対象のお客さま

給与振込、年金振込、住宅ローンご契約者
●当行ＡＴＭの時間外手数料が常時無 料

●コンビニＡＴＭ利用手数料が月３回まで無 料

東邦Ａｌｗａｙｓカードご契約者
●ご利用代金お支払口座での当行ＡＴＭ時間外手数料が常時無 料

●ご利用代金お支払口座でのコンビニＡＴＭ利用手数料が月３回まで無 料

東邦ポイントメイトご契約者
●当行ＡＴＭの時間外手数料がポイントに応じて無 料

●コンビニＡＴＭ利用手数料がポイントに応じて無 料
※対象となるポイント等、詳細については最寄
の本支店までお問い合わせください。

地方銀行５行とのＡＴＭ提携

コンビニＡＴＭの提携拡充

東邦銀行のＡＴＭ革命

内容

内容

●当行ＡＴＭ９０コーナーの営業時間を、最長で平日・土曜日・祝日は２２時まで、日曜日は２１時まで拡大

ＡＴＭ営業時間の拡大
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５５．個人マーケット戦略（．個人マーケット戦略（３３））

●利便性向上に向けた取り組み
インターネット支店の開設

インターネット支店の概要

窓口や店舗を持たない県内初の
インターネット上の支店です。

来店せずに口座が作成でき、最寄りに
東邦銀行の支店がないお客様にも、お
気軽にお取引いただけます。

お客様のパソコン・携帯電話やキャッシュ
カードで、２４時間いつでもお取引いただ
けます。

インターネット支店の主な特徴

振込手数料が当行あて無料・他行あて２１０円
※インターネットバンキング・モバイルバンキングでのお振込

当行ＡＴＭの時間外手数料が常時無料
コンビニＡＴＭ利用手数料が月３回まで無料

新規お預入れの定期預金に店頭表示金利＋年０．２％の金利上乗せ
※定期預金は自動継続でのお預入れとなり、上乗せされた金利の適用は初回満期日までとなります。

ダイレクトバンキングのご利用手数料無料
※「月額２１０円（税込）」の手数料が無料となります。

入出金は１年分をインターネット画面で確認
ダウンロードして家計簿ソフト等への利用も可能
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５５．個人マーケット戦略（．個人マーケット戦略（４４））

お客さまのニーズを踏まえ、従来、当行関連会社が

担ってきたクレジットカード業務に銀行本体が参入

ＩＣキャッシュカードにクレジットカード機能を兼ね備え、

当行とのお取引内容に応じて各種特典が付加される

「東邦Ａｌｗａｙｓカード」を平成19年9月より受付開始

お客さまのニーズに合致した商品内容が、みなさまに

支持され、発売開始後約２年で１５万件を超える契約

会員数となる

●「東邦Ａｌｗａｙｓカード」契約会員数
１５２，７８１件

※21年10月末受付件数
ベースで16万件突破

19年9月 20年3月 20年9月 21年3月

（件）

32

【銀行本体によるクレジットカード業務への参入】

21年9月

●クレジットカード業務の展開

[ うれしい３つの特典 ]

①初年度の年会費が 無料！
（一般カードのみ。）

②初年度の「当行ATM時間外手数料」
「コンビニATM利用手数料
（月3回まで）」 無料！

③クレジットポイントが たまる！

お得！お得！ 安全！安全！

便利！便利！

［ICチップ搭載］
高度なセキュリティで偽造や
変造が難しいので安心！

［ふたつのカードが一枚に］
キャッシュカード機能

＋
クレジットカード機能



1,734
1,653

1,557

1,417
1,307

1,193

500

1,000

1,500

2,000

19/3末 19/9末 20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

５５．個人マーケット戦略（．個人マーケット戦略（５５））

福島県内６ヵ所におけるローン専門店の個人ローン残高合計が１，７００億円を突破する等、お客さまのニーズに
あわせた営業体制や商品内容が支持されており、個人ローン残高は順調に増加。

●個人ローンの推進

さまざまな金利ニーズに対応した３つの住宅ローン金利優遇

①当初期間金利優遇、②全期間金利優遇、③全期間固定金利優遇

「少子高齢化」「環境保護対策」に配慮した金利優遇

①個人ローン金利の『ファミたんカード』割引を実施

※『ファミたんカード』とは･･･福島県が子育て家庭を地域全体で支援する環境づくりに向

けて、「福島県子育て応援パスポート事業」として発行しているカード

②東邦オートローンにかかる「エコカー（低公害車）」「福祉車両」等の

金利優遇を拡大

住宅の新規取得をご融資対象とした無担保型の住宅ローン商品

「東邦・マル信無担保住宅ローン」の取扱いを開始

平日の日中・夜間の住宅ローン相談出張サービスを実施

経済、雇用情勢の変化に対応し、住宅ローンのご返済計画の見直し

に関し、ご返済期間を最長５０年までに延長する等の商品性の見直し

を実施

県内６ヵ所のローン専門店に休日も相談できる「ご相談専用窓口」

を設置

【お客さまのニーズを適切に捉えた商品内容・受付体制の拡充】

●ローン専門店における個人ローン残高の推移

（億円）

【経済・雇用情勢の悪化にともなう対応】

●ローン専門店（県内６ヵ所）
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会社更生法に基づき再生に取組んでいた、地域交通事業

会社に対し、再生支援及び雇用の安定的維持を確保する

ため、県内金融機関と協調しEXITファイナンスを実施。

※EXITファイナンス
・法的再生手続中の企業や私的再生手続中の企業に対して早期に

当該手続を終結するために、既存の債権を弁済する資金を供与すること。

事業再生への取組み実績

中小企業再生支援協議会と連携し、再生計画を策定した

お取引先 ･･･ 【２件・１，４８２百万円】

当行が独自の取組みとして、お取引先の再生計画を

策定した先 ・・・ 【２７件・４，０５４百万円】

第四銀行・山形銀行との共催「天地人キャンペーン」による

地域特産品の東京でのＰＲを実施

福島大学との産学連携による「会計戦略研究会」において

各種フォーラム等を開催

福島大学地域創造支援センターとの協力により、「地域

社会における金融機関の社会的役割について」をテーマ

とした金融問題シンポジウムを開催

中小企業庁の「地域力連携拠点事業」について、県内６拠点

機関のパートナーとして参画

中小企業の人材育成支援を目的とした、「新入社員向けセミ

ナー」を県内6ヵ所で開催

福島県上海事務所に行員が出向し、福島県と経済的な結び

つきが深まっている中国の現地情報を収集

６６．地域活性化への取組み．地域活性化への取組み

地域社会の活性化に向けてさまざまな取組みを行うとともに、お取引の皆さまの経営相談・支援等を継続的に実施

●経営改善・事業再生支援の主な取組み実績

【経営改善・事業再生への積極的かつ多面的な取組み】

●地域活性化に向けた主な取組み

【お取引先や地域の成長支援に向けた取組み】

●東京にて「天地人キャンペーン」ＰＲイベントを開催

【福島県経済の国際化に対応した取組み】
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当行は毎年残高の０．０３％相
当額を、それぞれの保護団体

に寄付いたします。

福島県内で初めて、福島県が推進している「企業の森林づくり」制度を

利用した 「 とうほうの森 」づくり（植林活動）の実施（県内２ヵ所）

地方銀行６４行が加盟している「日本の森を守る地方銀行有志の会」

に参加

県のCO2排出量削減に向けた取組み「福島議定書」事業へ参加
尾瀬保護財団への信託報酬の寄付

「東邦・エコ定期預金」の販売による地元福島県の環境保全活動

の実施（好評につき販売枠に到達したため、販売を終了いたしました）

≪東邦・エコ定期預金の仕組み≫

「猪苗代湖水質日本一応援定期預金」

「只見ブナ原生林保護定期預金」

「福島県自然公園美化定期預金」

金融経済教育活動として、「ＴＯＨＯ親子金融教室」を開催

（福島市・郡山市の県内２ヵ所で開催）

小さな親切運動による福島県内の「クリーン作戦」等の実施

財団法人東邦育英会による奨学金の支給

財団法人東邦銀行文化財団によるスポーツ・文化活動への助成

７７．．ＣＳＲＣＳＲ（企業の社会的責任）（企業の社会的責任）への取組みへの取組み
ふるさと“ふくしま”の持続的発展に貢献していくため、「地域の環境保全」「地域社会の活性化」を重視した
ＣＳＲ活動を展開。

●ＣＳＲへの取組み

●「ＴＯＨＯ親子金融教室」

【環境面への取組み】

●「とうほうの森」づくり（植林活動）
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８．人材育成への取組み８．人材育成への取組み
従業員が働きがいを実感できる企業風土の醸成や、当行の将来を担い、地域を支える人材を育成するために

さまざまな取組みを実施。

当行独自の研修体系である「東邦カレッジ」により、若手行員・

パートタイマー向けのベーシックコースや、より専門的なスキル

を育成する各種トレーニー研修など、充実した研修を実施

平成１８年より、当行独自の海外研修を開始。経営層、中堅層、

若手層にて幅広い年代の世代を超えた１５名程度の視察団を

経済・金融の中心である米国に毎年派遣

当行の永続的な成長を担う人材を育成するため、ビジネススクール

や中小企業大学校等への行外派遣研修制度を充実

専門的な能力開発を支援する目的で、「語学研修」「中小企業診断

士1次受験対策講座」を継続実施

【充実した教育研修制度】

●地域を支える人材育成への取組み
●当行独自海外研修（米国）

●女性活躍推進プロジェクト
●働きがいを実感できる企業風土の醸成

次世代育成支援対策推進法に基づき、仕事と家庭の両立支援に

積極的に取組む企業として、福島労働局より県内の

大企業第１号として認定を受け、「次世代認定マーク

（愛称“くるみん”）」を取得

女性が活き活きと働くことのできる組織を創ることを目的とした

「女性活躍推進プロジェクト」を発足

従業員家族を対象とした「職場見学会」を実施

【全員参加型の企業風土の確立】
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＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

東邦銀行は、これからも“ふくしま”の発展とお客さまの豊かな暮らしづくりの
ために力を尽くしてまいりますので、最寄の支店、もしくは下記のご連絡先へ、
お気軽にご相談下さい。

●各種商品・サービス内容のお問い合わせ

・ハローサービスセンター ０１２０－１４－８６５６

●事業資金のご相談
・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談
・「福島」「郡山」「須賀川」「会津」「いわき」「白河」の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口
・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

本資料には、将来の業績に係る記
述が含まれておりますが、こうした
記述は、将来の業績を保証するもの
ではありません。
将来の業績は、経営環境等の変化
等により異なる可能性がありますの
でご留意ください。

９９．．その他その他

トーホーなら いーな

ローンは トーホー

トーホー ハローコール
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